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Ⅰ 利 用 上 の 注 意 
 

1． 「平成 28 年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）石川県 

結果概要」（以下「産業別集計（卸売業，小売業）」という。）は、「卸売業，小売業」の事業

所（以下「事業所」という。）について石川県分を本県が独自に集計した確報結果である。こ

のため、総務省及び経済産業省が公表した「平成 28 年経済センサス‐活動調査 産業別集計

（卸売業，小売業に関する集計）」の数値と相違することがある。 

 

2． 年間商品販売額は平成 27 年 1 年間、事業所数、従業者数等の経理事項以外の事項は平成 28 

年 6 月 1 日現在の数値である。 

 

3． この「結果の概要」における年間商品販売額は、産業細分類の格付に必要な事項の数値が 

得られた事業所を対象として集計した数値である。事業所数、従業者数の集計については、

卸売業、小売業内の格付不能事業所及び年間商品販売額のない管理・補助的経済活動を行う

事業所を含まない。 

 

4． 従業者数は「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、 

「臨時雇用者」は含めていない。 

 

5． 年間商品販売額については、原則消費税込みで把握しているが、一部の消費税抜きの回答 

については、「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライ

ン（平成 27 年 5 月 19 日各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき、消費税込みに補正し

た上で結果表として集計した。 

＜ガイドライン＞ 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000365494.pdf 

 

6． 調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し、平成 24 年経済センサス‐活動調 

査、平成 26 年経済センサス‐基礎調査、平成 26 年商業統計調査及び報告者の公開情報等を

基に、補足訂正を行った上で結果表として集計した。 

＜欠測値等の取扱いについて＞ 

http://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/kekka/pdf/hotei.pdf 

 

7． 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合が 

ある。なお、比率は、小数点以下第 2 位で四捨五入している。 

該当数字がないもの及び分母が 0 等のため計算できないものは「－」とした。また、数値

がマイナスのものは「▲」で表した。 

「x」は、集計対象となる事業所が 1 又は 2 であるため、集計結果をそのまま公表すると

個々の報告者の秘密が漏れるおそれがある場合に該当数値を秘匿した箇所である。また、集
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計対象が 3 以上の事業所に関する数値であっても、集計対象が 1 又は 2 の事業所の数値が合

計との差引きで判明する箇所は、併せて「x」とした。 

 

8. 事業所の産業の決定方法 

事業所を産業分類別に集計するための産業の決定（格付け）方法は、次のとおりである。 

(1) 一般的な方法 

① 取扱商品が単品の場合 

平成 28 年経済センサス‐活動調査の卸売業及び小売業で用いる商品分類番号（以下

「商品分類番号」という。）の 4 桁で産業細分類を決定する。 

② 取扱商品が複数の場合 

ア 卸売の商品販売額（仲立手数料を除く。）と小売の商品販売額を比較し、いずれの販

売額が多いかによって卸売業か小売業かを決定する。 

イ 商品分類番号上位 2 桁の販売額で分類集計し、その最も大きい上位 2 桁によって、

産業中分類（2 桁分類）を決定し、その決定された 2 桁の番号のうち、前記と同様な

方法で上位 3 桁、上位 4 桁の順に分類し、産業細分類（4 桁分類）を格付けする。 

 

(2) 特殊な方法 

卸売業のうち「各種商品卸売業（従業者が常時 100 人以上のもの）」、「その他の各種商品

卸売業」及び「代理商，仲立業」、小売業のうち「百貨店，総合スーパー」、「その他の各種

商品小売業（従業者が常時 50 人未満のもの）」、「各種食料品小売業」、「コンビニエンスス

トア（飲食料品を中心とするものに限る）」、「ドラッグストア」、「ホームセンター」、「たば

こ・喫煙具専門小売業」及び「無店舗小売業」については、以下の方法で格付けを行って

いる。 

※個人経営調査票については、『主な事業の種類又は事業所の形態等』を格付の参考とし

ている。 

① 卸売業 

ア 「5011 各種商品卸売業（従業者が常時 100 人以上のもの）」 

表 1 の財別（生産財、資本財及び消費財）の 3 財にわたる商品を卸売りし、各財の販

売額がいずれも卸売販売総額（仲立手数料を除く。）の 10％以上で、従業者が 100 人以

上の事業所 

イ 「5019 その他の各種商品卸売業」 

表 1 の財別（生産財、資本財及び消費財）の 3 財にわたる商品を卸売りし、商品分類

番号上位 3 桁の販売額で分類集計した販売額がいずれも卸売販売総額（仲立手数料を除

く。）の 50％未満で、従業者が 100 人未満の事業所 

 

 

 

 



表 1 財別と商品分類 

財別 
商品分類番号 

上位 3 桁 
以下の産業分類に属する品目 

 

 

生産財 

 

511 

532 

533 

534 

535 

536 

繊維品卸売業（衣服，身の回り品を除く） 

化学製品卸売業 

石油・鉱物卸売業 

鉄鋼製品卸売業 

非鉄金属卸売業 

再生資源卸売業 

 

 

資本財 

 

531 

541 

542 

543 

549 

建築材料卸売業 

産業機械器具卸売業 

自動車卸売業 

電気機械器具卸売業 

その他の機械器具卸売業 

 

 

 

消費財 

 

512 

513 

521 

522 

551 

552 

553 

559 

衣服卸売業 

身の回り品卸売業 

農畜産物・水産物卸売業 

食料・飲料卸売業 

家具・建具・じゅう器等卸売業 

医薬品・化粧品等卸売業 

紙・紙製品卸売業 

他に分類されない卸売業 

 

なお、上記ア、イについて、生産財、資本財及び消費財の 3 財にわたる商品を扱って

いても、生産財の商品分類番号が「536」（再生資源卸売業に属する品目）のみ、または、

消費財の商品分類番号が「559」（他に分類されない卸売業に属する品目）のみの場合に

は、一般的な方法による卸売業格付けとする。 

ウ 「5598 代理商，仲立業」 

卸売の商品販売額（仲立手数料を除く。）と仲立手数料を比較し、仲立手数料が多い場

合に「代理商，仲立業」に格付けする。 

 

② 小売業 

ア 「5611 百貨店，総合スーパー」 

表 2 の「衣」、「食」及び「他」にわたる商品を小売りし、「衣」、「食」及び「他」の各

販売額がいずれも小売販売総額の 10％以上 70％未満で、従業者が 50 人以上の事業所 

イ 「5699 その他の各種商品小売業（従業者が常時 50 人未満のもの）」 

表 2 の「衣」、「食」及び「他」にわたる商品を小売りし、「衣」、「食」及び「他」の各

販売額がいずれも小売販売総額の 50％未満で、従業者が 50 人未満の事業所  



 

表 2 「衣」、「食」及び「他」と商品分類 

衣・食・他別 
商品分類番号 

上位 2 桁 
以下の産業分類に属する品目 

衣 57 織物・衣服・身の回り品小売業 

食 58 飲食料品小売業 

他 
59 

60 

機械器具小売業 

その他の小売業 

 

ウ 「5811 各種食料品小売業」 

中分類「58 飲食料品小売業」に格付けされた事業所のうち、表 3 の商品分類番号上位

3 桁で分類集計した小売販売額が 3 つ以上あり、そのいずれもが商品分類番号「58」（飲

食料品小売業に属する品目）の総額の 50％に満たない事業所 

 

表 3 飲食料品小売業と商品分類 

産業分類 
商品分類番号 

上位 3 桁 
以下の産業分類に属する品目 

 

 

58 飲食料品小売業 

 

582 野菜・果実小売業 

583 食肉小売業 

584 鮮魚小売業 

585 酒小売業 

586 菓子・パン小売業 

589 その他の飲食料品小売業 

 

エ 「5891 コンビニエンスストア（飲食料品を中心とするものに限る）」 

中分類「58 飲食料品小売業」に格付けされた事業所のうち、セルフサービス方式を採

用し、売場面積が 30 ㎡以上 250 ㎡未満で、営業時間が 14 時間以上の事業所 

 

オ 「6031 ドラッグストア」 

小分類「603 医薬品・化粧品小売業」に格付けされた事業所のうち、以下のいずれか

の事業所 

・ セルフサービス方式を採用しており、一般用医薬品を小売りしている事業所 

・ セルフサービス方式を採用しており、「店舗形態」において「ドラッグストア」を選

択した事業所 

 

 



カ 「6091 ホームセンター」 

中分類「60 その他の小売業」に格付けされた事業所のうち、以下のいずれかの事業所 

・ セルフサービス方式を採用し、売場面積が 500 ㎡以上で、金物、荒物、苗・種子の

いずれかを小売りしている事業所 

・ セルフサービス方式を採用し、売場面積が 500 ㎡以上で、「店舗形態」において「ホ

ームセンター」を選択した事業所 

 

キ 「6092 たばこ・喫煙具専門小売業」 

商品分類番号「6092」（たばこ・喫煙具専門小売業に属する品目）の販売額が小売販売

総額の 90％以上の事業所 

 

ク 「61 無店舗小売業」 

販売形態の店頭販売の割合が 0％及び売場面積が 0 ㎡の事業所 

 

9. 問い合わせ先 

内容についてのお問い合わせは、下記までお願いします。 

 石川県県民文化スポーツ部県民交流課 

  統計情報室 経済産業グループ TEL ０７６－２２５－１３４２ 

                 FAX ０７６－２２５－１３４５ 

                 E-MAIL：toukei@pref.ishikawa.lg.jp 

                 http://toukei.pref.ishikawa.jp/  



Ⅱ   調　査　結　果　の　概　要

１　　概況  　事業所数・従業者数・年間商品販売額ともに増加

　事  業　所  数 １２，５４７ （H24年比　　4.3％の増）

　従  業  者  数　　　　　　　　９２，１０４ 人 （H24年比　 13.6％の増）

　年間商品販売額 ４兆８５ 億円 （H23年比　 19.7％の増）

 
(1)事業所数　　〔卸売業　４．１％増　　小売業　４．４％増〕

  事業所数は12,547で、平成24年経済センサス-活動調査（※１）と比べ4.3％の増加（519増）

となった。

　これを卸売業､小売業別にみると､卸売業は3,288で前回に比べ4.1％の増加（131増）、

小売業は9,259で前回に比べ4.4％の増加（388増）となった。（表１－１）

(2)従業者数　　〔卸売業　１０．８％増　　小売業　１５．０％増〕
　従業者数は92,104人で、24年調査に比べ13.6％の増加（11,045人増）となった。

　これを卸売業､小売業別にみると､卸売業は29,710人で前回に比べ10.8％の増加（2,887人増）、

小売業は62,394人で前回に比べ15.0％の増加（8,158人増）となった。（表１－２）

(3)年間商品販売額　　〔卸売業　１８．６％増　　小売業　２２．１％増〕
　平成27年の年間商品販売額は4兆85億円で、平成23年と比べ19.7％増加（6,596億円増）となった。

　これを卸売業、小売業別にみると、卸売業は2兆7,170億円で、前回の2兆2,913億円と比べ

18.6％の増加(4,257億円増)､小売業は1兆2,915億円で､前回の1兆576億円と比べ22.1％の増加

（2,339億円増）となった。（表１－３）

表１－１　全国及び石川県の卸売業、小売業の事業所数

合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業

表１－２　全国及び石川県の従業者数　　　　　　　（人）

合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業

表１－３　全国及び石川県の年間商品販売額　　（百万円）

合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業 合計 卸売業 小売業

（注）表1-1、1-2、1-3はいずれも必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　　小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　 　従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

4.1 3.4

4.1 4.48,871

1,087,137 278,013

13.6

増減率(％)

　　　　 管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

11.1 14.8

10.8 15.0

H24 H28

全国 8,308,863 5,535,790 9,436,446 6,355,6412,773,073 3,080,805

増減率(％)

全国

石川県

1,049,870 267,008 782,862

12,028 3,157

809,124

12,547 3,288 9,259

H24 H28

3.5

4.3

増減率(％)

石川県 81,059 54,236 92,104 62,394 13.626,823 29,710

H23 H27

110,489,863 544,835,917 138,015,622340,437,783 406,820,294

※1　平成24年経済センサスｰ活動調査（以下「24年調査」という。）の事業所数、従業者数等の経理事項以外の事項は
　　平成24年2月1日現在の数値である。年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

19.7

19.5 24.9

2,291,271 2,716,985 18.6 22.1

20.8

石川県 3,348,840 1,057,569 4,008,457 1,291,472

全国 450,927,646

1



２　事業所数

　事業所数は12,547で、24年調査の12,028と比べ4.3％の増加（519増）となった。

　これを卸売業、小売業別にみると、卸売業は3,288で前回に比べ4.1％の増加（131増）、小売業は

9,259で前回に比べ4.4％の増加（388増）となった。（表２、表３）

（１）業種別の事業所数

　①卸売業

    業種別にみると、産業機械器具卸売業（437事業所､構成比13.3％）、食料・飲料卸売業（375事業所、

　同11.4％）､建築材料卸売業(337事業所、同10.2％)、他に分類されない卸売業(321事業所､同9.8％）、

　農畜産物・水産物卸売業（281事業所、同8.5%）の上位５業種で卸売業全体の５割強を占めている。

    業種別に増減率をみると、自動車卸売業（前回比26.9％増）、再生資源卸売業（同18.3%増）、電気

　機械器具卸売業（同14.6％増）などで増加する一方、各種商品卸売業（前回比▲50.0%減）、非鉄金属

　卸売業（同▲33.3%減）、繊維品卸売業 （衣服、身の回り品を除く）（同▲17.9％減）などで減少と

　なっている。

表２　　卸売業の業種別事業所数　　

H24 H28 H24 H28
　卸売業計 3,157 3,288 100.0 100.0 4.1

各種商品卸売業 14 7 0.4 0.2 ▲ 50.0
各種商品卸売業 14 7 0.4 0.2 ▲ 50.0

繊維・衣服等卸売業 202 189 6.4 5.7 ▲ 6.4
繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く） 78 64 2.5 1.9 ▲ 17.9
衣服卸売業 67 67 2.1 2.0 0.0
身の回り品卸売業 57 58 1.8 1.8 1.8

飲食料品卸売業 704 656 22.3 20.0 ▲ 6.8
農畜産物・水産物卸売業 303 281 9.6 8.5 ▲ 7.3
食料・飲料卸売業 401 375 12.7 11.4 ▲ 6.5

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 697 722 22.1 22.0 3.6
建築材料卸売業 337 337 10.7 10.2 0.0
化学製品卸売業 135 152 4.3 4.6 12.6
石油・鉱物卸売業 65 63 2.1 1.9 ▲ 3.1
鉄鋼製品卸売業 62 68 2.0 2.1 9.7
非鉄金属卸売業 27 18 0.9 0.5 ▲ 33.3
再生資源卸売業 71 84 2.2 2.6 18.3

機械器具卸売業 846 978 26.8 29.7 15.6
産業機械器具卸売業 387 437 12.3 13.3 12.9
自動車卸売業 134 170 4.2 5.2 26.9
電気機械器具卸売業 219 251 6.9 7.6 14.6
その他の機械器具卸売業 106 120 3.4 3.6 13.2

その他の卸売業 694 736 22.0 22.4 6.1
家具・建具・じゅう器等卸売業 183 184 5.8 5.6 0.5
医薬品・化粧品等卸売業 166 177 5.3 5.4 6.6
紙・紙製品卸売業 60 54 1.9 1.6 ▲ 10.0
他に分類されない卸売業 285 321 9.0 9.8 12.6

（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　  小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　　 管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

24年に比べて4.3％の増加

（表２）

業　　　　　　　種
事業所数 構成比（％）

増減率(%)
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　②小売業

    業種別にみると、その他の飲食料品小売業（1,147事業所､構成比12.4％）、他に分類されない小売業
　（867事業所、同9.4％）、自動車小売業（792事業所、同8.6％)､医薬品・化粧品小売業（723事業所、同7.8%）、
  菓子・パン小売業　(633事業所、同6.8%）の順になっている。

　　業種別に増減率をみると、農耕用品小売業（前回比46.2％増）、男子服小売業（同28.3％増）、自動車小売
　業（同14.0％増）などで増加する一方、その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの）（前回比
　▲52.9%減）、家具・建具・畳小売業（同▲12.4％減）、食肉小売業（同▲12.2%減）などで減少となっている。　
　 　 （表３）

表３　小売業の業種別事業所数　　

H24 H28 H24 H28

　小売業計 8,871 9,259 100.0 100.0 4.4

各種商品小売業 35 27 0.4 0.3 ▲ 22.9

百貨店、総合スーパー 18 19 0.2 0.2 5.6

その他の各種商品小売業(従業者が常時50人未満のもの） 17 8 0.2 0.1 ▲ 52.9

織物・衣服・身の回り品小売業 1,251 1,300 14.1 14.0 3.9

呉服・服地・寝具小売業 216 209 2.4 2.3 ▲ 3.2

男子服小売業 120 154 1.4 1.7 28.3

婦人・子供服小売業 527 571 5.9 6.2 8.3

靴・履物小売業 116 102 1.3 1.1 ▲ 12.1

その他の織物・衣服・身の回り品小売業 272 264 3.1 2.9 ▲ 2.9

飲食料品小売業 2,792 2,839 31.5 30.7 1.7

各種食料品小売業 271 244 3.1 2.6 ▲ 10.0

野菜・果実小売業 136 131 1.5 1.4 ▲ 3.7

食肉小売業 82 72 0.9 0.8 ▲ 12.2

鮮魚小売業 211 218 2.4 2.4 3.3

酒小売業 408 394 4.6 4.3 ▲ 3.4

菓子・パン小売業 579 633 6.5 6.8 9.3

その他の飲食料品小売業 1,105 1,147 12.5 12.4 3.8

機械器具小売業 1,217 1,348 13.7 14.6 10.8

自動車小売業 695 792 7.8 8.6 14.0

自転車小売業 92 94 1.0 1.0 2.2

機械器具小売業（自動車自転車を除く） 430 462 4.8 5.0 7.4

その他の小売業 3,300 3,475 37.2 37.5 5.3

家具・建具・畳小売業 217 190 2.4 2.1 ▲ 12.4

じゅう器小売業 210 228 2.4 2.5 8.6

医薬品・化粧品小売業 656 723 7.4 7.8 10.2

農耕用品小売業 65 95 0.7 1.0 46.2

燃料小売業 541 541 6.1 5.8 0.0

書籍・文房具小売業 445 471 5.0 5.1 5.8

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 166 179 1.9 1.9 7.8

写真機・時計・眼鏡小売業 174 181 2.0 2.0 4.0

他に分類されない小売業 826 867 9.3 9.4 5.0

無店舗小売業 276 270 3.1 2.9 ▲ 2.2

通信販売・訪問販売小売業 203 200 2.3 2.2 ▲ 1.5

自動販売機による小売業 40 39 0.5 0.4 ▲ 2.5

その他の無店舗小売業 33 31 0.4 0.3 ▲ 6.1

（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　  除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

業　　　　　　　　種
事業所数 構成比（％）

増減率(%)

　　　 　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を

３



３　従業者数

　従業者数は92,104人で、24年調査の81,059人と比べ13.6％の増加（11,045人増）となった。

　これを卸売業､小売業別にみると､卸売業は29,710人で前回に比べ10.8％の増加（2,887人増）、小売

業は62,394人で前回に比べ15.0％の増加（8,158人増）となった。（表４、表５）

（１）業種別の従業者数

　①卸売業

    業種別にみると、食料・飲料卸売業（3,611人、構成比12.2％）、産業機械器具卸売業（3,549人、

　同11.9％）、医薬品・化粧品等卸売業（3,224人、同10.9％）の順となっている。

表４　　卸売業の業種別従業者数　　

H24 H28 H24 H28
　卸売業計 26,823 29,710 100.0 100.0 10.8

各種商品卸売業 165 103 0.6 0.3 ▲ 37.6
各種商品卸売業 165 103 0.6 0.3 ▲ 37.6

繊維・衣服等卸売業 1,269 1,131 4.7 3.8 ▲ 10.9
繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く） 479 296 1.8 1.0 ▲ 38.2
衣服卸売業 391 482 1.5 1.6 23.3
身の回り品卸売業 399 353 1.5 1.2 ▲ 11.5

飲食料品卸売業 7,233 6,646 27.0 22.4 ▲ 8.1
農畜産物・水産物卸売業 3,299 3,035 12.3 10.2 ▲ 8.0
食料・飲料卸売業 3,934 3,611 14.7 12.2 ▲ 8.2

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 5,258 5,959 19.6 20.1 13.3
建築材料卸売業 2,134 2,591 8.0 8.7 21.4
化学製品卸売業 1,147 1,179 4.3 4.0 2.8
石油・鉱物卸売業 567 598 2.1 2.0 5.5
鉄鋼製品卸売業 769 851 2.9 2.9 10.7
非鉄金属卸売業 152 88 0.6 0.3 ▲ 42.1
再生資源卸売業 489 652 1.8 2.2 33.3

機械器具卸売業 7,184 9,147 26.8 30.8 27.3
産業機械器具卸売業 3,019 3,549 11.3 11.9 17.6
自動車卸売業 1,115 1,668 4.2 5.6 49.6
電気機械器具卸売業 2,024 2,617 7.5 8.8 29.3
その他の機械器具卸売業 1,026 1,313 3.8 4.4 28.0

その他の卸売業 5,714 6,724 21.3 22.6 17.7
家具・建具・じゅう器等卸売業 1,042 1,170 3.9 3.9 12.3
医薬品・化粧品等卸売業 2,308 3,224 8.6 10.9 39.7
紙・紙製品卸売業 483 379 1.8 1.3 ▲ 21.5
他に分類されない卸売業 1,881 1,951 7.0 6.6 3.7

（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

  　　小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　 　従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

増減率(%)

　　 　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

24年に比べて13.6％の増加

業　　　　　　　種
従業者数（人） 構成比（％）

　　業種別に増減率をみると、自動車卸売業（前回比49.6％増）、医薬品・化粧品等卸売業（同39.7％
　増）、再生資源卸売業（同33.3%増）などが増加となる一方、非鉄金属卸売業(前回比▲42.1％減）、
　繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く）（同▲38.2％減）、各種商品卸売業（同▲37.6%減）など
　が減少となっている。　（表４）

４



　②小売業

    　業種別にみると、その他の飲食料品小売業（8,672人、構成比13.9％）、各種食料品小売業
　（7,617人、同12.2％）、自動車小売業（5,669人､同9.1％）の順になっている。

　　　業種別に増減率をみると、自動販売機による小売業（前回比58.9%増）、自転車小売業（同47.4％増）、
　農耕用品小売業(同44.9%増）などが増加し　その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの）
　（同▲50.0％減）、その他の織物・衣服・身の回り品小売業（同▲24.0％減）などが減少となっている。

(表５)

　
表５　小売業の業種別従業者数　　

H24 H28 H24 H28

　小売業計 54,236 62,394 100.0 100.0 15.0

各種商品小売業 3,624 3,360 6.7 5.4 ▲ 7.3

百貨店、総合スーパー 3,548 3,322 6.5 5.3 ▲ 6.4

その他の各種商品小売業(従業者が常時50人未満のもの) 76 38 0.1 0.1 ▲ 50.0

織物・衣服・身の回り品小売業 5,137 5,293 9.5 8.5 3.0

呉服・服地・寝具小売業 657 696 1.2 1.1 5.9

男子服小売業 506 605 0.9 1.0 19.6

婦人・子供服小売業 1,956 2,373 3.6 3.8 21.3

靴・履物小売業 403 392 0.7 0.6 ▲ 2.7

その他の織物・衣服・身の回り品小売業 1,615 1,227 3.0 2.0 ▲ 24.0

飲食料品小売業 18,715 22,205 34.5 35.6 18.6

各種食料品小売業 5,939 7,617 11.0 12.2 28.3

野菜・果実小売業 481 525 0.9 0.8 9.1

食肉小売業 331 355 0.6 0.6 7.3

鮮魚小売業 896 911 1.7 1.5 1.7

酒小売業 1,115 1,071 2.1 1.7 ▲ 3.9

菓子・パン小売業 2,462 3,054 4.5 4.9 24.0

その他の飲食料品小売業 7,491 8,672 13.8 13.9 15.8

機械器具小売業 6,925 8,320 12.8 13.3 20.1

自動車小売業 4,824 5,669 8.9 9.1 17.5

自転車小売業 172 254 0.3 0.4 47.7

機械器具小売業（自動車自転車を除く） 1,929 2,397 3.6 3.8 24.3

その他の小売業 18,460 21,482 34.0 34.4 16.4

家具・建具・畳小売業 779 781 1.4 1.3 0.3

じゅう器小売業 577 673 1.1 1.1 16.6

医薬品・化粧品小売業 4,755 5,497 8.8 8.8 15.6

農耕用品小売業 292 423 0.5 0.7 44.9

燃料小売業 3,224 3,158 5.9 5.1 ▲ 2.0

書籍・文房具小売業 3,687 4,755 6.8 7.6 29.0

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 917 949 1.7 1.5 3.5

写真機・時計・眼鏡小売業 557 571 1.0 0.9 2.5

他に分類されない小売業 3,672 4,675 6.8 7.5 27.3

無店舗小売業 1,375 1,734 2.5 2.8 26.1

通信販売・訪問販売小売業 1,042 1,239 1.9 2.0 18.9

自動販売機による小売業 209 332 0.4 0.5 58.9

その他の無店舗小売業 124 163 0.2 0.3 31.5
（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　　従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

業　　　　　　　　種
従業者数（人） 構成比（％）

増減率(%)

　　　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を
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４　年間商品販売額
 

　平成27年の年間商品販売額は4兆85億円で、平成23年（24年調査）の3兆3,488億円と比べ19.7％の増加
（6,596億円増）となった。
　これを卸売業、小売業別にみると､卸売業は2兆7,170億円で、前回の2兆2,913億円と比べ18.6％の増加
（4,257億円増）となり、小売業は１兆2,915億円で､前回の1兆576億円と比べ22.1％の増加（2,339億円増）と
なった。（表６、表７）

（１）業種別年間商品販売額

　①卸売業

    業種別にみると､食料･飲料卸売業（5,070億円､構成比18.7％）､電気機械器具卸売業（3,001億円、同11.0％）、
　農畜産物・水産物卸売業(2,975億円､同10.9％)の順となっている。

    業種別に増減率をみると､各種商品卸売業（前回比150.2％増）、衣服卸売業（同141.3％増）などが増加し、
　繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く）（前回比▲38.2％減）、非鉄金属卸売業（同▲30.5％減）などが減少
　となっている。（表６）

表６　　卸売業の業種別年間商品販売額　　

H23 H27 H23 H27
　卸売業計 2,291,271 2,716,985 100.0 100.0 18.6

各種商品卸売業 6,741 16,868 0.3 0.6 150.2
各種商品卸売業 6,741 16,868 0.3 0.6 150.2

繊維・衣服等卸売業 91,776 87,805 4.0 3.2 ▲ 4.3
繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く） 71,318 44,094 3.1 1.6 ▲ 38.2
衣服卸売業 9,215 22,239 0.4 0.8 141.3
身の回り品卸売業 11,243 21,472 0.5 0.8 91.0

飲食料品卸売業 703,588 804,474 30.7 29.6 14.3
農畜産物・水産物卸売業 262,972 297,508 11.5 10.9 13.1
食料・飲料卸売業 440,616 506,966 19.2 18.7 15.1

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 563,531 577,431 24.6 21.3 2.5
建築材料卸売業 191,490 233,773 8.4 8.6 22.1
化学製品卸売業 75,856 85,133 3.3 3.1 12.2
石油・鉱物卸売業 176,277 130,766 7.7 4.8 ▲ 25.8
鉄鋼製品卸売業 87,655 102,920 3.8 3.8 17.4
非鉄金属卸売業 14,761 10,256 0.6 0.4 ▲ 30.5
再生資源卸売業 17,492 14,584 0.8 0.5 ▲ 16.6

機械器具卸売業 510,576 737,389 22.3 27.1 44.4
産業機械器具卸売業 199,844 266,242 8.7 9.8 33.2
自動車卸売業 46,606 84,391 2.0 3.1 81.1
電気機械器具卸売業 197,892 300,076 8.6 11.0 51.6
その他の機械器具卸売業 66,234 86,681 2.9 3.2 30.9

その他の卸売業 415,059 493,017 18.1 18.1 18.8
家具・建具・じゅう器等卸売業 48,053 72,337 2.1 2.7 50.5
医薬品・化粧品等卸売業 243,964 284,863 10.6 10.5 16.8
紙・紙製品卸売業 29,365 25,430 1.3 0.9 ▲ 13.4
他に分類されない卸売業 93,677 110,387 4.1 4.1 17.8

（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

24年調査の年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

　　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

23年に比べて19.7％の増加

業　　　　　　　種
年間商品販売額（百万円） 構成比（％）

増減率(%)
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　②小売業

    業種別にみると、自動車小売業（1,820億円、構成比14.1％）、各種食料品小売業（1,647億円、同12.8％）、
　燃料小売業（1,518億円、同11.8％）の順となっている。

　　業種別に増減率をみると、自転車小売業（前回比229.5％増）、農耕用品小売業（同102.5％増）、その他の
　無店舗小売業（同70.3％増）などが増加し、その他の織物・衣服・身の回り品小売業（前回比▲52.2％減）、
　その他の各種商品小売業（従業者が常時50人未満のもの）（▲28.3％減）などが減少となっている。（表７）

表７　小売業の業種別年間商品販売額　

H23 H27 H23 H27

　小売業計 1,057,569 1,291,472 100.0 100.0 22.1
各種商品小売業 103,018 116,398 9.7 9.0 13.0

百貨店、総合スーパー 102,190 115,803 9.7 9.0 13.3
その他の各種商品小売業(従業者が常時50人未満のもの） 828 594 0.1 0.0 ▲ 28.3

織物・衣服・身の回り品小売業 84,473 82,117 8.0 6.4 ▲ 2.8
呉服・服地・寝具小売業 6,429 8,184 0.6 0.6 27.3
男子服小売業 9,222 11,363 0.9 0.9 23.2
婦人・子供服小売業 27,373 39,872 2.6 3.1 45.7
靴・履物小売業 5,701 5,602 0.5 0.4 ▲ 1.7
その他の織物・衣服・身の回り品小売業 35,748 17,096 3.4 1.3 ▲ 52.2

飲食料品小売業 285,829 348,982 27.0 27.0 22.1
各種食料品小売業 126,579 164,690 12.0 12.8 30.1
野菜・果実小売業 6,162 7,951 0.6 0.6 29.0
食肉小売業 4,191 4,879 0.4 0.4 16.4
鮮魚小売業 12,760 14,349 1.2 1.1 12.5
酒小売業 21,250 19,517 2.0 1.5 ▲ 8.2
菓子・パン小売業 16,699 23,008 1.6 1.8 37.8
その他の飲食料品小売業 98,188 114,588 9.3 8.9 16.7

機械器具小売業 178,761 262,318 16.9 20.3 46.7
自動車小売業 125,827 181,953 11.9 14.1 44.6
自転車小売業 806 2,656 0.1 0.2 229.5
機械器具小売業（自動車自転車を除く） 52,128 77,708 4.9 6.0 49.1

その他の小売業 355,400 429,309 33.6 33.2 20.8
家具・建具・畳小売業 12,928 14,591 1.2 1.1 12.9
じゅう器小売業 5,380 6,454 0.5 0.5 20.0
医薬品・化粧品小売業 93,011 121,567 8.8 9.4 30.7
農耕用品小売業 5,950 12,050 0.6 0.9 102.5
燃料小売業 135,659 151,770 12.8 11.8 11.9
書籍・文房具小売業 25,731 29,930 2.4 2.3 16.3
ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 15,387 17,437 1.5 1.4 13.3
写真機・時計・眼鏡小売業 7,382 6,966 0.7 0.5 ▲ 5.6
他に分類されない小売業 53,972 68,544 5.1 5.3 27.0

無店舗小売業 50,089 52,348 4.7 4.1 4.5
通信販売・訪問販売小売業 41,577 39,346 3.9 3.0 ▲ 5.4
自動販売機による小売業 6,132 8,949 0.6 0.7 45.9
その他の無店舗小売業 2,380 4,053 0.2 0.3 70.3

（注）必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　24年調査の年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

業　　　　　　　　種
年間商品販売額（百万円） 構成比（％）

増減率(%)

　　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、
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（２）単位当たりの年間商品販売額

 ①１事業所当たりの年間商品販売額

 　１事業所当たりの年間商品販売額は3億20百万円で、平成23年（24年調査）の2億78百万円と比べ、14.8％

の増加（41百万円増）となった。

　これを卸売業、小売業別に見ると、卸売業は8億26百万円で、前回比13.9％の増加（1億1百万円増）となった。

　小売業は1億40百万円で、前回比17.0％の増加（20百万円増）となった。（表８、表９）
     

 ②従業者１人当たりの年間商品販売額

 　従業者1人当たりの年間商品販売額は44百万円で、平成23年（24年調査）の41百万円と比べ、5.3％の増加

（2百万円増）となった。

　これを卸売業、小売業別に見ると、卸売業は92百万円で、前回比7.1％の増加（6百万円増）であった。

　小売業は21百万円で、前回比6.2％の増加（1百万円増）となった。（表８、表９）

表８  　卸売業の業種別１事業所当たり・従業者１人当たり年間商品販売額　　

H23 H27 H23 H27
1事業所
当たり

従業者
1人当たり

278.4 319.5 41.3 43.5 14.7 5.3

　卸売業計 725.8 826.3 85.4 91.5 13.9 7.1

各種商品卸売業 481.5 2,409.7 40.9 163.8 400.5 300.9 .

各種商品卸売業 481.5 2,409.7 40.9 163.8 400.5 300.9

繊維・衣服等卸売業 454.3 464.6 72.3 77.6 2.3 7.3

繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く） 914.3 689.0 148.9 149.0 ▲ 24.6 0.1

衣服卸売業 137.5 331.9 23.6 46.1 141.3 95.8

身の回り品卸売業 197.2 370.2 28.2 60.8 87.7 115.9

飲食料品卸売業 999.4 1,226.3 97.3 121.0 22.7 24.4

農畜産物・水産物卸売業 867.9 1,058.7 79.7 98.0 22.0 23.0

食料・飲料卸売業 1,098.8 1,351.9 112.0 140.4 23.0 25.4

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 808.5 799.8 107.2 96.9 ▲ 1.1 ▲ 9.6

建築材料卸売業 568.2 693.7 89.7 90.2 22.1 0.5

化学製品卸売業 561.9 560.1 66.1 72.2 ▲ 0.3 9.2

石油・鉱物卸売業 2,712.0 2,075.7 310.9 218.7 ▲ 23.5 ▲ 29.7

鉄鋼製品卸売業 1,413.8 1,513.5 114.0 120.9 7.1 6.1

非鉄金属卸売業 546.7 569.8 97.1 116.5 4.2 20.0

再生資源卸売業 246.4 173.6 35.8 22.4 ▲ 29.5 ▲ 37.5

機械器具卸売業 603.5 754.0 71.1 80.6 24.9 13.4

産業機械器具卸売業 516.4 609.2 66.2 75.0 18.0 13.3

自動車卸売業 347.8 496.4 41.8 50.6 42.7 21.0

電気機械器具卸売業 903.6 1,195.5 97.8 114.7 32.3 17.3

その他の機械器具卸売業 624.8 722.3 64.6 66.0 15.6 2.3

その他の卸売業 598.1 669.9 72.6 73.3 12.0 0.9

家具・建具・じゅう器等卸売業 262.6 393.1 46.1 61.8 49.7 34.1

医薬品・化粧品等卸売業 1,469.7 1,609.4 105.7 88.4 9.5 ▲ 16.4

紙・紙製品卸売業 489.4 470.9 60.8 67.1 ▲ 3.8 10.4

他に分類されない卸売業 328.7 343.9 49.8 56.6 4.6 13.6

（注）いずれも必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　  小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　　 従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

 　24年調査の年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

　　　　 管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

増減率 (%)

合　　　　　　　　　　計

　年間商品販売額（百万円）業　　　　　　　種 年間商品販売額（百万円）

従業者１人当たり1事業所当たり
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表９  　小売業の業種別１事業所当たり・従業者１人当たり年間商品販売額　　

H23 H27 H23 H27
1事業所
当たり

従業者
1人当たり

　小売業計 119.2 139.5 19.5 20.7 17.0 6.2

各種商品小売業 2,943.4 4,311.0 28.4 34.6 46.5 21.9

百貨店、総合スーパー 5,677.2 6,094.9 28.8 34.9 7.4 21.0

その他の各種商品小売業(従業者が常時50人未満のもの） 48.7 74.3 10.9 15.6 52.4 43.5

織物・衣服・身の回り品小売業 67.5 63.2 16.4 15.5 ▲ 6.5 ▲ 5.7

呉服・服地・寝具小売業 29.8 39.2 9.8 11.8 31.6 20.2

男子服小売業 76.9 73.8 18.2 18.8 ▲ 4.0 3.1

婦人・子供服小売業 51.9 69.8 14.0 16.8 34.4 20.1

靴・履物小売業 49.1 54.9 14.1 14.3 11.8 1.0

その他の織物・衣服・身の回り品小売業 131.4 64.8 22.1 13.9 ▲ 50.7 ▲ 37.1

飲食料品小売業 102.4 122.9 15.3 15.7 20.1 2.9

各種食料品小売業 467.1 675.0 21.3 21.6 44.5 1.4

野菜・果実小売業 45.3 60.7 12.8 15.1 34.0 18.2

食肉小売業 51.1 67.8 12.7 13.7 32.6 8.5

鮮魚小売業 60.5 65.8 14.2 15.8 8.8 10.6

酒小売業 52.1 49.5 19.1 18.2 ▲ 4.9 ▲ 4.4

菓子・パン小売業 28.8 36.3 6.8 7.5 26.0 11.1

その他の飲食料品小売業 88.9 99.9 13.1 13.2 12.4 0.8

機械器具小売業 146.9 194.6 25.8 31.5 32.5 22.1

自動車小売業 181.0 229.7 26.1 32.1 26.9 23.1

自転車小売業 8.8 28.3 4.7 10.5 222.5 123.1

機械器具小売業（自動車自転車を除く） 121.2 168.2 27.0 32.4 38.7 20.0

その他の小売業 107.7 123.5 19.3 20.0 14.7 3.8

家具・建具・畳小売業 59.6 76.8 16.6 18.7 28.9 12.6

じゅう器小売業 25.6 28.3 9.3 9.6 10.5 2.9

医薬品・化粧品小売業 141.8 168.1 19.6 22.1 18.6 13.1

農耕用品小売業 91.5 126.8 20.4 28.5 38.6 39.8

燃料小売業 250.8 280.5 42.1 48.1 11.9 14.2

書籍・文房具小売業 57.8 63.5 7.0 6.3 9.9 ▲ 9.8

ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 92.7 97.4 16.8 18.4 5.1 9.5

写真機・時計・眼鏡小売業 42.4 38.5 13.3 12.2 ▲ 9.3 ▲ 7.9

他に分類されない小売業 65.3 79.1 14.7 14.7 21.0 ▲ 0.2

無店舗小売業 181.5 193.9 36.4 30.2 6.8 ▲ 17.1

通信販売・訪問販売小売業 204.8 196.7 39.9 31.8 ▲ 3.9 ▲ 20.4

自動販売機による小売業 153.3 229.5 29.3 27.0 49.7 ▲ 8.1

　 その他の無店舗小売業 72.1 130.7 19.2 24.9 81.3 29.5

（注）いずれも必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　 　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、

　  　小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　　 従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

  　24年調査の年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

業　　　　　　　種

1事業所当たり 従業者１人当たり
増減率 (%)

　年間商品販売額（百万円） 年間商品販売額（百万円）
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５　小売業の売場面積（法人）

　小売業の売場面積（法人）は、1,566,206㎡となった。

　業種別にみると、百貨店、総合スーパーが253,729㎡（構成比16.2％）、他に分類されない小売業が

238,526㎡（同15.2％）、各種食料品小売業が208,462㎡（同13.3％）などとなっている。　（表１０）

表１０　　小売業の業種別売場面積（法人）

売場面積(㎡） 構成比（％）

H28 H28
　小売業計 1,566,206 100.0

各種商品小売業 254,957 16.3
百貨店、総合スーパー 253,729 16.2
その他の各種商品小売業(従業者が常時50人未満のもの） 1,228 0.1

織物・衣服・身の回り品小売業 194,518 12.4
呉服・服地・寝具小売業 20,462 1.3
男子服小売業 30,956 2.0
婦人・子供服小売業 82,145 5.2
靴・履物小売業 12,804 0.8
その他の織物・衣服・身の回り品小売業 48,151 3.1

飲食料品小売業 358,379 22.9
各種食料品小売業 208,462 13.3
野菜・果実小売業 7,139 0.5
食肉小売業 3,199 0.2
鮮魚小売業 6,964 0.4
酒小売業 14,809 0.9
菓子・パン小売業 20,602 1.3
その他の飲食料品小売業 97,204 6.2

機械器具小売業 156,896 10.0
自動車小売業 34,356 2.2
自転車小売業 8,207 0.5
機械器具小売業（自動車自転車を除く） 114,333 7.3

その他の小売業 601,456 38.4
家具・建具・畳小売業 72,980 4.7
じゅう器小売業 16,082 1.0
医薬品・化粧品小売業 146,646 9.4
農耕用品小売業 15,458 1.0
燃料小売業 6,597 0.4
書籍・文房具小売業 50,865 3.2
ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 45,360 2.9
写真機・時計・眼鏡小売業 8,942 0.6
他に分類されない小売業 238,526 15.2

無店舗小売業 - -
通信販売・訪問販売小売業 - -
自動販売機による小売業 - -
その他の無店舗小売業 - -

（注）売場面積が得られた事業所を対象として集計した。

　

　

業　　　　　　　　種
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６　市町の状況 　金沢市が事業所4割強、従業者5割弱、販売額７割弱を占める

（１）事業所数

　県内市町における事業所数は、金沢市が5,502で全体の43.9%を占めている。

　以下、小松市が1,175（全体の9.4%）、白山市が919（同7.3%）、七尾市781（同6.2%）、加賀市710（同5.7%）

の順となっている。　（表１１）

（２）従業者数

　県内市町における従業者数は、金沢市が45,948人で全体の49.9%を占めている。

　以下、小松市が7,892人（全体の8.6%）、白山市7,129人（同7.7%）、野々市市6,311人（同6.9%）、七尾市

4,255人（同4.6%）の順となっている。　（表１１）

（３）年間商品販売額

　県内市町における年間商品販売額は、金沢市が2兆6,663億円で全体の66.5%を占めている。

　以下、白山市が2,805億円（全体の7.0%）、小松市2,457億円（同6.1%）、野々市市2,115億円（同5.3%）、

七尾市1,245億円（同3.1%）の順となっている。　（表１１）

表１１　　県内市町の卸売業、小売業事業所数、従業者数、年間商品販売額

構成比
(%)

構成比
(%)

構成比
(%)

石川県 12,028 12,547 100.0 4.3 81,059 92,104 100.0 13.6 3,348,840 4,008,457 100.0 19.7

金沢市 5,116 5,502 43.9 7.5 39,450 45,948 49.9 16.5 2,187,428 2,666,298 66.5 21.9

七尾市 781 781 6.2 0.0 4,160 4,255 4.6 2.3 112,197 124,458 3.1 10.9

小松市 1,139 1,175 9.4 3.2 7,103 7,892 8.6 11.1 203,158 245,664 6.1 20.9

輪島市 437 405 3.2 ▲ 7.3 1,675 1,619 1.8 ▲ 3.3 25,971 24,483 0.6 ▲ 5.7

珠洲市 313 268 2.1 ▲ 14.4 1,185 976 1.1 ▲ 17.6 21,984 15,544 0.4 ▲ 29.3

加賀市 690 710 5.7 2.9 3,942 4,232 4.6 7.4 85,287 91,504 2.3 7.3

羽咋市 266 246 2.0 ▲ 7.5 1,238 1,391 1.5 12.4 22,000 29,201 0.7 32.7

かほく市 288 336 2.7 16.7 1,760 2,143 2.3 21.8 37,444 50,302 1.3 34.3

白山市 879 919 7.3 4.6 7,016 7,129 7.7 1.6 252,275 280,455 7.0 11.2

能美市 391 410 3.3 4.9 2,079 2,803 3.0 34.8 44,327 87,731 2.2 97.9

野々市市 455 560 4.5 23.1 4,619 6,311 6.9 36.6 175,276 211,473 5.3 20.7

川北町 32 37 0.3 15.6 495 702 0.8 41.8 15,530 20,936 0.5 34.8

津幡町 172 191 1.5 11.0 1,628 1,813 2.0 11.4 75,816 64,203 1.6 ▲ 15.3

内灘町 128 135 1.1 5.5 720 819 0.9 13.8 12,887 13,759 0.3 6.8

志賀町 241 216 1.7 ▲ 10.4 1,036 990 1.1 ▲ 4.4 19,982 20,768 0.5 3.9

宝達志水町 102 95 0.8 ▲ 6.9 478 623 0.7 30.3 13,016 16,980 0.4 30.5

中能登町 156 152 1.2 ▲ 2.6 830 777 0.8 ▲ 6.4 11,912 13,801 0.3 15.9

穴水町 146 144 1.1 ▲ 1.4 613 705 0.8 15.0 12,307 15,430 0.4 25.4

能登町 296 265 2.1 ▲ 10.5 1,032 976 1.1 ▲ 5.4 20,044 15,469 0.4 ▲ 22.8

(注)いずれも必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　　管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の

　　商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　　　従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、臨時雇用者は含めていない。

 　　 24年調査の年間商品販売額等の経理事項は平成23年1年間の数値である。

事業所数 従業者数(人) 年間商品販売額(百万円)

H24 H28
増減率

(%)
H24 H28

増減率
(%)

H23 H27
増減率

(%)
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